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平成２０年度における府内市町村（大阪市及び堺市
を除く。以下、同じ。）の普通会計予算額は、１兆
６,２４６億４百万円で、前年度と比べて１７０億５１百万円、
１.１％の増（以下、文章中の増減額及び増減率は特
に断りのない限り、平成１９年度当初予算との比較で
ある。）となっている。一方、平成２０年度地方財政計
画の歳入歳出規模は８３兆４,０１４億円で、前年度と比べ
て２,７５３億円、０.３％の増となっている。
地方財政計画の前年度からの増加率よりも、府内

市町村普通会計予算額の増加率の方が大きくなって
いる。
参考までに
このことは、平成２０年度は２市３町が骨格予
算であるのに対して、平成１９年度は９市１町が
骨格予算、１市１町が暫定予算となっていたた
め、予算規模が抑えられていたことなどが要因
として挙げられる。

市町村税は、府内市町村では８,０６３億４５百万円で
１.９％の増となっており、地方財政計画の増加率
（０.５％増）を上回っている。
主な税目別では、市町村民税は３,７５６億２１百万円

で１.３％の増（所得割０.９％増、法人税割３.０％増）、
固定資産税は３,２０４億３１百万円で３.０％の増、都市計
画税は６４５億１３百万円で２.６％の増、市町村たばこ税
は３３４億７７百万円で３.０％の減となっている。
なお、歳入総額に占める市町村税の割合は４９.６％

となっており、ほぼ前年度と同じ割合となっている。
このほか、地方消費税交付金が、４７５億１７百万円

で５.３％の減、地方特例交付金（特別交付金を含む。）
は、住宅借入金等特別税額控除による個人住民税の
減収を補てんするため、減収補てん特例交付金が創
設されたことにより１００億７９百万円で３０.０％の増と
なっている。
地方交付税は１,４３７億７４百万円で２.３％の増となっ
ており、地方財政計画の増減率（１.３％増）を上回っ
ている。内訳としては、普通交付税が１,３３６億８７百

万円で２.５％の増、特別交付税が１００億８７百万円で
１.１％の減となっている。
また、国庫支出金は２,０５４億６３百万円で２.１％の増
となっている。
繰入金は、５０５億４３百万円で１２.６％の減となって

いる。これは、財政調整基金及び減債基金からの繰
入れが減少したことなどによる。
市町村債は、１,０３７億９５百万円で２.９％の減となっ
ている。このうち、地方財政対策において通常収支
の不足分を補てんするための赤字地方債である臨時
財政対策債は４０１億７４百万円で６.４％の減と前年度に
引き続き減少している。一方、退職手当債は１４３億
８４百万円で９０.６％の増と大幅に増加しており、予算
計上団体数も前年度の９団体から１６団体となってい
る。

目的別内訳では、総務費が１,８９５億８０百万円で
４.０％の増、民生費が６,１３９億６１百万円で３.２％の増、
教育費が１,７０８億２６百万円で２.９％の増となっている
が、衛生費が１,６３３億２５百万円で５.５％の減、土木費
が２,０３９億２４百万円で１.５％の減となっている。
次に、性質別内訳では、人件費が３,７６８億４４百万

円で２.２％の減となっている。これは、給与改定及び
職員数の削減によるものである。
扶助費は、３,６１８億９８百万円で２.９％の増となって
いる。これは、生活保護費の増などによるものであ
る。
公債費は、１,７４０億９７百万円で０.３％の増となって
おり、人件費、扶助費及び公債費を合わせた義務的
経費は、９,１２８億３９百万円で０.３％の増と前年度から
微増となっている。
また、普通建設事業費は、補助事業費が３５８億１２
百万円で１０.１％の増、単独事業費が８２５億７０百万円
で０.７％の増となっており、全体では３.３％の増とな
っている。
その他の経費では、物件費が１,９３０億１６百万円で

３.２％の減となっている。このうち、需用費は３９１億
４百万円で２.９％の増、委託料は１,１０３億８百万円で
４.７％の減となっている。
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積立金は、１１９億９１百万円で１３１.９％の増となって
いる。これは、財政調整基金が１０億８２百万円で１３８.８％
の増、減債基金が３億５１百万円で１５１.６％の増、そ
の他特定目的基金が１０５億５８百万円で１３０.６％の増と
それぞれ大幅に増加していることによる。
投資及び出資金は、２６億２９百万円で１７.２％の増と
なっている。

繰出金は、１,９４４億３０百万円で１.１％の減となって
いる。これは、後期高齢者医療制度が今年度から開
始したことにより後期高齢者医療会計や広域連合へ
の繰出金が増となる要因があるものの、国保・老健
事業会計等への繰出金の減や、下水道事業会計にお
ける地方公営企業法適用事業への移行（東大阪市及
び豊中市）により繰出金が減少していることによる。
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大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線２２１６））
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平成２０年度当初予算
普通会計（除大阪市、堺市）

（歳入）

（単位：百万円、％）



（歳出）
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平成２０年度普通会計当初予算額調（歳入）
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平成２０年度普通会計当初予算額調（歳入）
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平成２０年度普通会計当初予算額調（目的別歳出）
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平成２０年度普通会計当初予算額調（目的別歳出）



平成２０年度普通会計当初予算額調（性質別歳出）
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平成２０年度普通会計当初予算額調（性質別歳出）
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